
  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

現場を知るために 

    地元企業にアンケートを実施 

 私は、現実的な政策を立案し、また、政府

にも働きかけることができるように、まずそ

の政策の基となる現場を知る努力が議員に

最も求められると考えています。 

 ２００９年に与党になる前の９年間、私は、

国会の様々な委員会で多くの質問をしてき

ました。質問するために、特に重要だったの

が取材です。役所の官僚に話を聞くというの

はもちろん、質問に関係のある現場にも何度

も足を運びました。それが質問に直接役に立

っただけでなく、９年間続けたことで私の政

治家としての大きな蓄積となり、与党で副大

臣あるいは政策責任者の職務を全うするの

に大きな力となりました（たとえば独立行政

法人役員の公募システムの実現、求職者支援

法の制定、公務員制度改革の推進など）。 

  

●地元企業経営者にアンケートを実施 

 しかし、私は与党時代、取材の時間がなか

なか取れませんでした。ですから、今はでき

るだけその時間を取るようにしています。そ

れで今回試みたのが地元の中小・小規模企業

（私と名刺交換させて頂いた）経営者への消

費税に関するアンケート調査で、実際のとこ

ろ、消費税について経営者はどう考えている

のか、増税によって日本経済はどうなるのか

などを知りたかったのです。 

 このアンケートはファックス送信したと

ころ、１週間も経たないうちに何と９０社か

ら同じくファックスで回答が寄せられまし

た。９０社は一見少ないようですが、むしろ

大きな数と言えます。というのも、国の役所

の企業調査、たとえば「中小企業白書」の場

合、企業の回答数が最も多い調査でも６００

０社程度だからです。つまり、衆議院の小選

挙区は全国に３００あるのですから１選挙

区あたり２０社。とすれば、地元の９０社の

回答はその４.５倍にもなるわけですし、や

はり消費税への関心が大変に高いというこ

とでもあります。 

 今回のアンケートは、私が所属する経済産

業委員会で「消費税価格転嫁対策特別措置法

案」（消費税を円滑に価格に転嫁できるよう

にするための法案）を審議するというタイミ

ングに合わせてのことでもありました。アン

ケートの中身ではまず「景気が好転したと実
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予算委員会で圏央道・上尾道路について
の質問に立ちました。国土交通大臣よ
り、圏央道・上尾道路を少しでも早く供
用したい、道の駅を応援していきたいと
の積極的な答弁がありました。 
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感できるかどうか」、「今後の景気は、良くな

る・変化なし・悪化する、の中でどれと思う

か」を尋ねました。 

 また、次の意見のうち賛同できるものに〇

を付けていただきました（複数回答可）。 

①消費税増税分が転嫁できない。  

②取引先から納入額の引き下げ圧力がある。 

③外税表示も認めてほしい。 

④買い叩き・転嫁拒否・不当な利益提供の要

請などを国に取り締まってほしい。 

⑤消費税還元セールなど禁止してほしい。 

最後には自由記入欄も設けました。 

  

●現場の生々しい声を政策に活かしていく 

 アンケートの回答を集計・分析すると、回

答した企業はサービス、運輸、小売、卸売、

製造、不動産、建設、農林水産と業種をほぼ

満遍なくカバーしていました。景気好転の実

感については、１１％が「実感できる」のに

対し、８６％が「実感できない」とのことで

した。今後の景況感については、「良くなる」

が２６％、「変化なし」が３９％、「悪化する」

が３１％でした。マスコミでは景気が良くな

っているとの報道ですが、回答では景気の好

転を「実感できる」のが１割程度、景気の先

行きでも「良くなる」というのはほぼ３割で

した。この現実をしっかり認識しなければな

らないと私も肝に銘じた次第です。 

 また、意見への賛同については、①５８％、

②３１％、③４３％、④４０％、⑤２０でし

た（複数回答可）。とりわけ、消費税増税分

が転嫁できないという危機感が強くなって

います。 

 自由記入欄にもほとんどの経営者に書き

込んでいただいています。それも１～２行で

はなくびっしりと書き込まれたものが多く、

しかもそれでも足りずに別紙に記入して添

付して下さった経営者が何人もいらっしゃ

います。これは私にとって大きな驚きでした。 

 また、この自由記入欄は生の声だけあって、

経営者の切迫感がひしひしと伝わってきま

す。一部を紹介すると次の通りです。「立場

が強い取引先から納入額の引き下げ圧力が

ある」、「消費税増税分の値引き要請について、

最近、取引先も商談中に話題として取り上げ

始めている」、「販売者はコスト競争に走るた

め、最終的に消費税を削っても販売拡大を狙

う傾向になる」、「法律で消費税還元セールな

どの表現を禁止しても何の解決にもならな

い」。 

 今回のアンケートの意見をもとに５月１

０日に経済産業委員会で質問に立ち、取引上

弱い立場の企業に不当な要請がなされない

よう、また、消費税増税分を価格に転嫁する

にあたり国民の理解を頂くための広報につ

いてなど、具体的な議論ができました。また、

ご意見は今後も私の国会活動に活かしてい

きます。これからもさまざまな政策テーマご

とに現場を取材し、現状に合った政策を立案

していきたいと考えています。 

 なお、このアンケートの結果を集計したも

のを用意してあります。事務所までご一報い

ただければ、ＦＡＸや郵便でお届けさせて頂

きますのでお気軽にご連絡下されば幸いで

す。 

電 話：０４８－７８９－２１３０ 

ＦＡＸ：０４８－７８９－２１１７ 

 


